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研究成果の概要（和文）： 
日本の従来の財務会計研究を，研究の方法・対象・主題にもとづく基準により分類した。その

結果，「規範的・記述的研究」が過半を占め，「実証・実験研究」が増加傾向にあるが，研究方

法が明確でない論文が多いという知見をえた。また，科学性を軸に据えた分類により，「規範的・

記述的研究」の多くが学術的研究としての条件を十分に満たしていないことが判明した。そこ

で，日本のこれからの財務会計に関して，研究・教育に着目し，標準的な査読基準の作成や仮

説の構築・改善の必要性などを提言した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
We classify prior financial accounting studies in Japan by focusing on the research method, 
objectives and theme. From our survey, we find that “normative and descriptive research 
category” is the mainstream, and the number of papers belong to “empirical research 
category” is increasing. However, many papers are not based on the precise methodology. In 
addition, we re-classify the studies in the mainstream by the criteria of scientific progress. 
As a result, most of the papers don’t satisfy the prerequisites for the academic research. 
Therefore, we propose a concrete plan to make a standard of the peer review, and show the 
desirable way how to develop the robust hypothesis and construct the consistent theory. 
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研究分野：会計学 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 会計基準の国際的な収斂が進む状況下
において，日本の過去の財務会計研究を点検
し直し，将来の研究につなげるための長所・
短所を抽出する必要性が高い。 
(2) 社会制度の 1つである会計を対象とする

会計学において，時代の変化・要請とともに
同じ問題が繰り返し提起されることがある。
従来の財務会計研究を，研究方法・対象・主
題による現在の視点から分類・体系化するこ
とで，将来の研究上の論点や注力すべき点が
明瞭になる。 
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２．研究の目的 
(1) 過去から現在に至る，日本
究を分類・体系化し，歴史的な
抽出すること。 
(2) 従来の全体像を踏まえて
財務会計研究にとって，より有益
を選別し，国際競争力の向上に
 
３．研究の方法 
 本研究は，日本の過去の財務会計研究
ーベイにもとづく独自の分類基準
該基準による過去の研究の分類
よびその結果にもとづく解釈
た提言により構成される。以下
設定および分類基準について
 
(1) 分類基準の設定 
 第 1に，研究方法による大分類
来の財務会計研究の過半数を
的・記述的研究」について，研究対象
主題による中・小分類を作成した
の相互検証，反復的なフィードバック
および数年間分のサンプリング
より，客観性や信頼性を可能なかぎり
よう努めた。 

第 2に，「規範的・記述的研究
性（科学的方法）の観点から細
本の財務会計研究の主力である
ついて，学術研究としての条件
たしているのかを検証するためであった
 
(2) 分類 
①研究方法・対象・主題による
 以下の図表 1 は，おもに研究方法
た大分類である。そのほか，研究対象
による中・小分類を作成した

図表1 大分類 

和  名 英
1 理論研究 Analytical Research and 

Methodology

2 実証・実験研究 Empirical Research

3 規範的・記述的研究 Normative and Descriptive 
Research

4 歴史研究 Historical Study

5 事例研究 Case Study
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その他 Miscellaneous

6-1 教育 Accounting Education

6-2 監査・企業統治
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Auditing / Corporate 
Governance / Internal 

Control 
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6-5 その他 Others 
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分類 
や国際競争力の

とはならない。そこで，
について，図表 2の

分類プロセスを設定した。第
に関する疑問を客観的な事実
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４．研究成果 

本研究の成果として，研究方法
題による分類結果，および科学性
結果を概説する。さらに，査読制度
関する提言，および科学的研究
的・記述的研究の成立可能性
を要約する。 
 
(1) 分類 
①研究方法・対象・主題による
 日本の財務会計研究の代表例
「會計」掲載論文を対象とし
査した。その結果，大分類では
範的・記述的研究」が大勢を
「理論研究」「歴史研究」が
と，および「実証・実験研究」
年代後半から増加傾向にあることがわかっ
た。 

図表 3 大分類による論文数
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となった。1990 年代以降Ｈ3 型が減少しＨ2
型が増加しているようにもみえるが，一定の
傾向は見いだせなかった。なお，55.6％がＨ
4 型「その他」であり，仮説の構築・修正等
を意識していない研究が過半数となった。 
 
(2) 社会貢献 
 学術的な知見の獲得に貢献する一義的目
的のほかに，社会制度の１つである財務会計
を研究するに際して，会計基準設定，会計教
育，およびパラダイム効果といった社会的役
割も存在するため，これらについて検討した。 
諸研究によってパラダイムが形成・強化・

転換され，そのパラダイムを通じて制度・基
準設計がなされ，それがまたフィードバック
して研究に影響を及ぼすという循環過程の
存在を指摘した。さらに，会計専門家の専門
性の強化が求められる現在，必要とされる会
計教育のあり方を述べた。 
 
(3) 提言 
①査読制度・研究者養成プログラム 
 「規範的・記述的研究」のみならず「実証・
実験研究」も含めて，「科学性」を含めた査
読基準を研究者が共有し，また査読付き学術
誌を利用しながら，研究の質の向上に向けて
取り組むことを具体的に提言した。 
 
②規範的・記述的研究の要件 
「規範的・記述的研究」において，共有の

パラダイムに則ること，追体験可能であるこ
と，つねに経験的な世界とのつながりを意識
すること，の 3 つを要件に掲げた。 
自身の研究の位置づけを示して，先行研究

における仮説をどのように改善するかを提
示するうえで，先行文献との関連づけの明確
化が必要であること，学問的な論争を通じて
仮説を進歩させるためには，論文の書き方
（読み方）と査読基準が標準化され，かつ，
学界に共通の尺度として定着している必要
があることの 2 点を強調した。 
 
③あるべき規範研究 
真の意味での規範的研究とは何かをあら

ためて問い直し，従来の個人的な信念・価値
観を排除しつつ，経験的な証拠を踏まえた研
究，すなわち科学的研究としての規範的研究
の成立可能性を具体的に探った。 
 
④先行研究・古典文献 
 先行研究を参照することの重要性を再確
認したうえで，古典講読の有益性を，研究方
法の習得，論理的な思考力・発想力の養成，
および研究対象を相対化の観点から検討し
た。 
 さらに，理論研究を中心とした古典リスト
を作成し，講義に利用可能なシラバス形式で

提示した。 
 
⑤本研究の総括 
「科学的説明」たりうるためには，会計基

準を原因や結果とする因果連関が仮説とし
て記述され，かつ，その仮説が経験的にテス
トできなければならない。仮説の「もっとも
らしさ」は，仮説の検証（代替仮説の棄却）
によって高められてゆくべきである。 
 
なお，本年度内に研究成果を書籍として刊

行する予定である。 
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